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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】操作部及び挿入部を画像処理装置に対して小さ
な力で移動させることが可能であり、かつ移動させた状
態を小さな力で維持することが可能な電子内視鏡におけ
る可撓管とコネクタ部の接続構造を得る。
【解決手段】操作部１１から挿入部１２と反対側に延び
る可撓管１３の端部に、光源装置Ｐに着脱可能なコネク
タ部１５を備える電子内視鏡１０において、可撓管１３
の端部とコネクタ部１５とを雲台機構を介して接続する
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
操作部から挿入部と反対側に延びる可撓管の端部に、光源装置に着脱可能なコネクタ部を
備える電子内視鏡において、
　上記可撓管の上記端部と上記コネクタ部とを雲台機構を介して接続したことを特徴とす
る電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造。
【請求項２】
請求項１記載の電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造において、
　上記雲台機構が、
　上記可撓管の上記端部に固定した接続部材と上記コネクタ部との一方に形成した、略球
状をなす球状嵌合部と、
　他方に凹設した、該球状嵌合部が接触しながら回転可能に嵌合する回転支持凹部と、を
備える電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造。
【請求項３】
請求項２記載の電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造において、
　上記接続部材に上記球状嵌合部を設け、かつ上記コネクタ部に上記回転支持凹部を形成
し、
　該球状嵌合部に上記可撓管と連通する貫通孔を形成し、
　上記コネクタ部の内部に上記貫通孔と連通する内部空間を形成し、
　上記挿入部、操作部及び可撓管の内部管路に配設した、該内部管路に沿って延びる可撓
性材料からなる長尺状内蔵物の上記コネクタ部側の端部を、上記貫通孔を通して上記内部
空間に位置させ、
　上記長尺状内蔵物の周面における上記内部空間及び上記貫通孔に位置する部分に金属製
のコイルを巻き付けた電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造。
【請求項４】
請求項３記載の電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造において、
　上記長尺状内蔵物が複数の線状部材を束ねたものである電子内視鏡における可撓管とコ
ネクタ部の接続構造。
【請求項５】
請求項２から４のいずれか１項記載の電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造
において、
　上記接続部材に、上記可撓管、操作部及び挿入部に内蔵した送気チューブ、送水チュー
ブ及び吸引チューブの少なくともいずれかの開口端部を設けた電子内視鏡における可撓管
とコネクタ部の接続構造。
【請求項６】
請求項２から５のいずれか１項記載の電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造
において、
　上記回転支持凹部の内周面を、上記球状嵌合部と線接触するように構成した電子内視鏡
における可撓管とコネクタ部の接続構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子内視鏡は一般的に、術者が把持する操作部と、操作部から延びる挿入部と、操作部
から挿入部と反対方向に延びる可撓管（ユニバーサルチューブ）と、可撓管の端部に固定
した硬質材料からなるコネクタ部と、を具備している。コネクタ部における可撓管との接
続端面には可撓管の端部の周囲を覆う筒状の折止ゴムの一端が固定してある。コネクタ部
は電子内視鏡とは別体のプロセッサ（光源装置兼画像処理装置）に着脱可能であり、コネ
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クタ部をプロセッサに接続すると、電子内視鏡の撮像素子で撮像した画像の画像処理がプ
ロセッサで行われ、画像処理した画像がモニタに映し出される。
【特許文献１】特開２００４－６５５１２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　術者は内視鏡術を行う際に、操作部及び挿入部をプロセッサに対して様々な方向に動か
し、操作部及び挿入部を術者自身が最も内視鏡術を行い易い位置に移動させる。操作部及
び挿入部をプロセッサに対して移動させると、この移動力が可撓管と折止ゴムに及び、自
由状態にあった折止ゴムと可撓管の折止ゴム側の端部が弾性変形するが、折止ゴムと可撓
管の折止ゴム側の端部を弾性変形させるためには相応の力が必要なので、操作部及び挿入
部をプロセッサに対して大きく移動させるためには相応の力が必要であった。
　また、弾性変形した折止ゴム及び可撓管の折止ゴム側の端部には自由状態に復帰しよう
とする力が発生するので、術者は折止ゴム及び可撓管の折止ゴム側の端部が自由状態に復
帰しないように力を入れながら内視鏡術を行わなければならなず、内視鏡術に集中するの
が難しかった。
【０００４】
　本発明は、操作部及び挿入部を光源装置に対して小さな力で移動させることが可能であ
り、かつ移動させた状態を小さな力で維持することが可能な電子内視鏡における可撓管と
コネクタ部の接続構造を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の電子内視鏡における可撓管とコネクタ部の接続構造は、操作部から挿入部と反
対側に延びる可撓管の端部に、光源装置に着脱可能なコネクタ部を備える電子内視鏡にお
いて、上記可撓管の上記端部と上記コネクタ部とを雲台機構を介して接続したことを特徴
としている。
【０００６】
　上記雲台機構が、上記可撓管の上記端部に固定した接続部材と上記コネクタ部との一方
に形成した、略球状をなす球状嵌合部と、他方に凹設した、該球状嵌合部が接触しながら
回転可能に嵌合する回転支持凹部と、を備えていてもよい。
【０００７】
　さらに、上記接続部材に上記球状嵌合部を設け、かつ上記コネクタ部に上記回転支持凹
部を形成し、該球状嵌合部に上記可撓管と連通する貫通孔を形成し、上記コネクタ部の内
部に上記貫通孔と連通する内部空間を形成し、上記挿入部、操作部及び可撓管の内部管路
に配設した、該内部管路に沿って延びる可撓性材料からなる長尺状内蔵物の上記コネクタ
部側の端部を、上記貫通孔を通して上記内部空間に位置させ、上記長尺状内蔵物の周面に
おける上記内部空間及び上記貫通孔に位置する部分に金属製のコイルを巻き付けるのが好
ましい。
　上記長尺状内蔵物は、複数の線状部材を束ねたものであってもよい。
【０００８】
　上記接続部材に、上記可撓管、操作部及び挿入部に内蔵した送気チューブ、送水チュー
ブ及び吸引チューブの少なくともいずれかの開口端部を設けてもよい。
【０００９】
　また、上記回転支持凹部の内周面を、上記球状嵌合部と線接触するように構成してもよ
い。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、コネクタ部を光源装置に接続した状態で操作部及び挿入部を光源装置
に対して移動させると、可撓管が変形するだけでなく、雲台機構が作動することにより可
撓管のコネクタ部側の端部とコネクタ部が相対回転する。そのため従来の電子内視鏡に比
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べて、小さい力で操作部及び挿入部を光源装置に対して移動させることができる。
　また、このように可撓管のコネクタ部側の端部とコネクタ部が相対回転すると、雲台機
構がこの状態を保持するので、操作者はこの状態を保持するために大きな力を使う必要が
ない。そのため、操作者は内視鏡術に集中することが可能である。
【００１１】
　請求項３または４のように構成すると、雲台機構が作動したときに長尺状内蔵物におけ
るコネクタ部の内部空間及び球状嵌合部の貫通孔の内部に位置する部分が曲がるものの、
長尺状内蔵物の外周面の当該部分に金属製のコイルを巻いてあるので、仮に可撓管のコネ
クタ部側の端部をコネクタ部に対して回転させた状態を長時間維持しても、長尺状内蔵物
の当該部分に曲げ癖がつくおそれがない。
【００１２】
　請求項５のように構成すると、雲台機構の働きにより接続部材がコネクタ部に対して相
対回転しても、送気チューブや送水チューブや吸引チューブが座屈することがない。その
ため、操作部及び挿入部を光源装置に対して大きく移動させても、送気、送水、吸引の各
動作を円滑に行うことが可能である。
【００１３】
　請求項６のように構成すると、球状嵌合部と回転支持凹部の接触態様を面接触にした場
合に比べて、雲台機構が小さい力で動作するようになるので、操作部及び挿入部を光源装
置に対して円滑に移動させることが可能になる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明の一実施形態について添付図面を参照しながら説明する。なお、以下の説
明中の前後、上下、及び左右の方向は図１、図２、図３等に矢線で示したコネクタ部１５
を基準とする方向に基づいている。
　図１に全体構造を示す本実施形態の電子内視鏡１０は医療用の内視鏡であり、操作者が
把持する操作部１１と、操作部１１から延出する可撓性のある挿入部１２と、操作部１１
から挿入部１２と反対側に延びるゴム製のユニバーサルチューブ（可撓管）１３と、ユニ
バーサルチューブ１３の端部に固定した接続部材３０と、接続部材３０と接続する中空の
ケースからなるコネクタ部１５と、を備えている。挿入部１２の先端部は円柱形状をなす
硬質部材から構成してあり、その先端面には対物レンズ、処置具挿通孔（吸引孔）、一対
の照明用レンズ、送気孔、及び送水孔（いずれも図示略）が設けてある。
　図示するようにコネクタ部１５の後端面には共に筒状をなす光源用接続スリーブ１６と
画像処理用接続スリーブ１７が突設してある。光源用接続スリーブ１６と画像処理用接続
スリーブ１７は電子内視鏡１０とは別体であるプロセッサＰ（光源装置兼画像処理装置。
図１参照）の前面に形成した２つの接続孔（図示略）にそれぞれ嵌合可能（着脱可能）で
あり、プロセッサＰは図示を省略したモニタと接続している。光源用接続スリーブ１６を
上記接続孔に接続すると、プロセッサＰに内蔵した光源で発生した光が光源用接続スリー
ブ１６、コネクタ部１５、ユニバーサルチューブ１３、操作部１１及び挿入部１２の内部
に配設した導光ファイバＬＧＦを通って上記一対の照明レンズに与えられる。さらに、画
像処理用接続スリーブ１７を上記接続孔に接続すると、画像処理用接続スリーブ１７及び
コネクタ部１５に内蔵した画像信号用ケーブル（図示略）がプロセッサＰ内の画像処理装
置と接続する。この画像信号用ケーブルはコネクタ部１５に内蔵した回路基板（図示略）
と接続している。さらに、当該回路基板には別の画像信号用ケーブルＣ１、画像信号用ケ
ーブルＣ２の後端が接続してあり、画像信号用ケーブルＣ１及び画像信号用ケーブルＣ２
の先端部はユニバーサルチューブ１３、操作部１１及び挿入部１２を通って挿入部１２の
先端部に内蔵した撮像素子（図示略）と接続している。従って、撮像素子が被写体を撮像
するとプロセッサＰが当該撮像画像の画像処理を行い、撮像した画像を上記モニタが表示
する。
【００１５】
　次にコネクタ部１５及び接続部材３０の具体的な構造について説明する。
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　コネクタ部１５は、共に変性ＰＰＯ製である本体ケース１８の前端部に押さえケース２
５を固定した構造であり、本体ケース１８の内部には内部空間１９が形成してある。本体
ケース１８の前端部には内部空間１９と連通する回転支持凹部２０が形成してある。この
回転支持凹部２０は図４に示した中心軸Ａを中心とする回転対称形状であり、その内周面
の前部は非接触面２１となっており、後部は支持内周面２２となっている。さらに、本体
ケース１８の前端部の外周面には雄ねじ２３が形成してある。
　押さえケース２５の内周面の後部には雄ねじ２３と螺合可能な雌ねじ２６が形成してあ
り、雌ねじ２６を雄ねじ２３に螺合することにより押さえケース２５を本体ケース１８に
固定できる。押さえケース２５の前部には押さえケース２５を前後方向に貫通する支持内
周面（回転支持凹部）２７が形成してある。この支持内周面２７は、押さえケース２５を
本体ケース１８に固定したときにその軸線が中心軸Ａと一致する回転対称形状であり、か
つ押さえケース２５を本体ケース１８に固定したときに支持内周面２２と略前後対称をな
す。支持内周面２７には環状凹部２８が凹設してあり、環状凹部２８にはシールリング２
９が嵌合してある。
【００１６】
　接続部材３０は略前後方向に延びる筒状部材であり、内部には接続部材３０を軸線方向
に貫通する貫通孔３１が形成してある。接続部材３０の前端開口部（貫通孔３１の前端部
）にはユニバーサルチューブ１３の後端部が嵌合固定してあるので、ユニバーサルチュー
ブ１３の内部と貫通孔３１は互いに連通している。図示するように、接続部材３０の前端
開口部には筒状部材である折止ゴム１４の後端部が嵌合固定してある。折止ゴム１４はユ
ニバーサルチューブ１３の後端部の周囲を覆っており、折止ゴム１４の内周面の前部はユ
ニバーサルチューブ１３の外周面に固定してある。
　図示するように接続部材３０の後端部は前部に比べて大径かつ略球状をなす球状嵌合部
３２となっている。この球状嵌合部３２は回転支持凹部２０（非接触面２１、支持内周面
２２）及び支持内周面２７と略同径であり、回転支持凹部２０及び支持内周面２７と嵌合
している。球状嵌合部３２を回転支持凹部２０及び支持内周面２７の内部に嵌合するには
、押さえケース２５を本体ケース１８から取り外し、この状態で球状嵌合部３２を回転支
持凹部２０の内部に嵌合し、球状嵌合部３２の後端部を内部空間１９内に突出させる。そ
して、この後に押さえケース２５の雌ねじ２６を本体ケース１８の雄ねじ２３に螺合する
。このようにすると、球状嵌合部３２の最大径部より小径である押さえケース２５の支持
内周面２７が球状嵌合部３２の外周面の前部に接触するので、球状嵌合部３２がコネクタ
部１５から前方に抜け出すのが防止される。さらに、図示するように回転支持凹部２０の
後端開口部（支持内周面２２の後端部径）は球状嵌合部３２の最大径部より小さいので、
球状嵌合部３２全体が内部空間１９内に落ち込むこともない。
　このようにして球状嵌合部３２を回転支持凹部２０及び支持内周面２７の内部に嵌合す
ると、環状凹部２８に嵌合したシールリング２９が球状嵌合部３２の外周面に水密状態で
接触するので、押さえケース２５と球状嵌合部３２の間からコネクタ部１５の内部に水や
患者の体液などが侵入することはない。
【００１７】
　本実施形態では球状嵌合部３２を回転支持凹部２０及び支持内周面２７に嵌合すると、
支持内周面２２と支持内周面２７が球状嵌合部３２の外周面に線接触する。球状嵌合部３
２と支持内周面２２の接触線は図４にＰ１で示した部分を通りかつ中心軸Ａを中心とする
円形であり、球状嵌合部３２と支持内周面２７の接触線は図４にＰ２で示した部分を通り
かつ中心軸Ａを中心とする円形である。
　このように接続部材３０の球状嵌合部３２と、本体ケース１８（回転支持凹部２０）と
、押さえケース２５（支持内周面２７）とによって雲台機構を構成しており、球状嵌合部
３２の外周面と支持内周面２２及び支持内周面２７が上記２箇所で常に線接触している。
そのため、接続部材３０に外力が掛からないときはコネクタ部１５と接続部材３０の相対
位置が保持され、接続部材３０に外力が掛かると接続部材３０がコネクタ部１５に対して
球状嵌合部３２を中心に回転する。
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【００１８】
　図示するように、接続部材３０の左右両側面には送気送水用口金３３、吸引用口金３４
及びアース用口金３５がそれぞれ突設してある。
　送気送水用口金３３には、貫通孔３１、ユニバーサルチューブ１３、操作部１１及び挿
入部１２の内部を通る送気チューブＴ１と送水チューブＴ２の後端部が接続しており、送
気チューブＴ１と送水チューブＴ２の前端部は上記送気孔と送水孔にそれぞれ接続してい
る。図示を省略した送水ボトルから延びるチューブの端部を送気送水用口金３３に接続し
た上で操作部１１に設けた送気送水ボタンＢ１の開口孔（図示略）を塞ぐと、送水ボトル
内の空気が送気チューブＴ１を通って上記送気孔から外部に発射される。また、送気送水
ボタンＢ１の開口孔を塞ぎながら送気送水ボタンＢ１を押し操作すると、送水ボトル内の
水が送水チューブＴ２を通って上記送水孔から外部に発射される。
　吸引用口金３４には、貫通孔３１、ユニバーサルチューブ１３、操作部１１及び挿入部
１２の内部を通る吸引チューブＴ３の後端部が接続しており、吸引チューブＴ３の前端部
は上記処置具挿通孔（吸引孔）に接続している。図示を省略した吸引源から延びるチュー
ブの端部を吸引用口金３４に接続した上で操作部１１に設けた吸引ボタンＢ２を押し操作
すると、吸引源の負圧が吸引チューブＴ３に及ぶので、上記処置具挿通孔（吸引孔）から
患者の体液等を吸引できる。
　アース用口金３５は、鉗子口から内部管路に挿入する高周波処置具（図示略）から延び
るアース線を電子内視鏡１０の外部に引き出すためのものであり、アース線を接地するこ
とにより、患者に対し電流が漏れるのを防止できる。
【００１９】
　図２、図４に示すように、挿入部１２、操作部１１及びユニバーサルチューブ１３の内
部管路に沿って延びる可撓性を有する長尺状内蔵物である導光ファイバＬＧＦ、画像信号
用ケーブルＣ１、及び画像信号用ケーブルＣ２の一部は貫通孔３１及び内部空間１９の内
部に位置している。導光ファイバＬＧＦ、画像信号用ケーブルＣ１、及び画像信号用ケー
ブルＣ２の貫通孔３１及び内部空間１９の内部に位置する部分は可撓性材料からなる被覆
チューブ４０により束ねてあり（図示は省略してあるが被覆チューブ４０の前端は貫通孔
３１の前端位置まで達しており、被覆チューブ４０の後端位置は内部空間１９の後端部近
傍に位置している）、被覆チューブ４０の外周面全体に金属製のコイル４１が巻き付けて
ある。このコイル４１はばね性を有しており、接続部材３０の軸線が前後方向に延びる図
３及び図５に示す初期位置に位置するとき、画像信号用ケーブルＣ１、画像信号用ケーブ
ルＣ２、導光ファイバＬＧＦ及び被覆チューブ４０を図３及び図５の状態に保持する。
【００２０】
　このような構造の電子内視鏡１０はコネクタ部１５に設けた光源用接続スリーブ１６と
画像処理用接続スリーブ１７をプロセッサＰに設けた上記接続孔に接続することにより使
用可能になる。
　術者が接続部材３０が上記初期位置に位置する電子内視鏡１０の操作部１１を持って、
操作部１１及び挿入部１２をプロセッサＰに対して相対移動させると、ユニバーサルチュ
ーブ１３と折止ゴム１４に曲げ力が掛かるのでユニバーサルチューブ１３と折止ゴム１４
が変形する（曲がる）。そして、操作部１１及び挿入部１２の移動量が大きくなり、ユニ
バーサルチューブ１３と折止ゴム１４の曲げ抵抗力が所定値を超えると上記曲げ力が接続
部材３０に及ぶので、雲台機構の働きにより接続部材３０が球状嵌合部３２を中心に回転
支持凹部２０及び支持内周面２７に対して回転する。図６は接続部材３０が上側に回転し
た状態を示しており、図７は接続部材３０が下側に回転した状態を示している。また、図
８は接続部材３０が左側に回転した状態を示しており、図９は接続部材３０が右側に回転
した状態を示している。図示は省略してあるが、接続部材３０は上下左右以外の様々な方
向に回転可能である。そして、操作部１１及び挿入部１２の移動を停止すると、雲台機構
の働きによりコネクタ部１５と接続部材３０の相対位置が保持される。
【００２１】
　このように本実施形態の電子内視鏡１０は、操作部１１及び挿入部１２をプロセッサＰ
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に対して移動させたときに、雲台機構の働きにより接続部材３０がコネクタ部１５に対し
て回転することによりユニバーサルチューブ１３の後端部の向きを変化させるので、従来
の電子内視鏡に比べて小さい力で操作部１１及び挿入部１２をプロセッサＰに対して移動
させることが可能であり、操作性が良い。
　また、接続部材３０がコネクタ部１５に対して回転すると雲台機構がこの状態を保持す
るので、術者はこの状態を保持するために大きな力を使う必要がない。そのため、術者は
電子内視鏡１０による内視鏡術に集中することができる。
　さらに本実施形態の雲台機構は、回転支持凹部（支持内周面２２と支持内周面２７）が
球状嵌合部３２の外周面と線接触（円状に接触）するので、球状嵌合部と回転支持凹部の
接触態様を面接触にした場合に比べて、球状嵌合部３２と回転支持凹部（支持内周面２２
と支持内周面２７）の摩擦抵抗が小さい。そのため、小さいな力で接続部材３０のコネク
タ部１５に対する向きを変えることが可能である。
【００２２】
　しかも、ユニバーサルチューブ１３、操作部１１及び挿入部１２に内蔵した送気チュー
ブＴ１、送水チューブＴ２及び吸引チューブＴ３の後端部は接続部材３０において終端し
ているので、接続部材３０が大きく回転しても送気チューブＴ１、送水チューブＴ２及び
吸引チューブＴ３が座屈することはない。そのため、操作部１１及び挿入部１２をプロセ
ッサＰに対して大きく相対移動させても、送気、送水、吸引の各動作を円滑に行うことが
可能である。
【００２３】
　一方、画像信号用ケーブルＣ１、画像信号用ケーブルＣ２及び導光ファイバＬＧＦの一
部は内部空間１９及び貫通孔３１に位置しているので、操作部１１及び挿入部１２をプロ
セッサＰに対して大きく相対移動させると画像信号用ケーブルＣ１、画像信号用ケーブル
Ｃ２及び導光ファイバＬＧＦの当該部分は貫通孔３１及び内部空間１９の内部において大
きく変形する。しかし、画像信号用ケーブルＣ１、画像信号用ケーブルＣ２及び導光ファ
イバＬＧＦは仮に大きく曲がったとしてもそれらの機能を十分に発揮できるので問題はな
い。
　さらに、接続部材３０が上記初期位置から大きく回転したままの状態を維持しながら術
者が長時間の内視鏡術を行うと、画像信号用ケーブルＣ１、画像信号用ケーブルＣ２及び
導光ファイバＬＧＦにおける貫通孔３１及び内部空間１９の内部に位置する部分に曲げ癖
がつくおそれがある。しかし、本実施形態では画像信号用ケーブルＣ１、画像信号用ケー
ブルＣ２及び導光ファイバＬＧＦの当該部分に被覆チューブ４０を巻きかつ被覆チューブ
４０の外周面全体にコイル４１を巻き付けてあるので、仮に接続部材３０が上記初期位置
から大きく回転した状態を長時間維持しても、画像信号用ケーブルＣ１、画像信号用ケー
ブルＣ２及び導光ファイバＬＧＦの当該部分に曲げ癖がつくおそれはない。
【００２４】
　以上、本発明を上記各実施形態を用いて説明したが、本発明は様々な変更を施しながら
実施可能である。
　例えば、コネクタ部１５側に球状嵌合部を形成し、接続部材３０側に回転支持凹部を形
成することにより、コネクタ部１５と接続部材３０の間に雲台機構を構成してもよい。こ
の場合は、球状嵌合部に内部空間１９と連通する貫通孔を形成し、接続部材３０の貫通孔
３１を回転支持凹部と連通させ、内部空間１９、貫通孔及び貫通孔３１の内部に画像信号
用ケーブルＣ１、画像信号用ケーブルＣ２、及び導光ファイバＬＧＦ（被覆チューブ４０
、コイル４１）を挿通する。
　また、電子内視鏡１０に送気チューブＴ１、送水チューブＴ２、吸引チューブＴ３のい
ずれか一つあるいは二つのみを設けて実施してもよい。
　また、球状嵌合部と回転支持凹部の接触態様が面接触や点接触となるように回転支持凹
部の形状を変えてもよい。
【００２５】
　また、上記各実施形態では電子内視鏡１０を医療用の内視鏡として実施しているが、医
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療用以外の内視鏡（工業用内視鏡）として実施することも可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の一実施形態の電子内視鏡及びプロセッサの全体図である。
【図２】図１のII－II矢線に沿う断面図である。
【図３】コネクタ部及びユニバーサルチューブの端部の一部を破断して示す側面図である
。
【図４】コネクタ部及び接続部材の要部の拡大縦断側面図である。
【図５】コネクタ部及びユニバーサルチューブの端部の一部を破断して示す平面図である
。
【図６】接続部材がコネクタ部に対して上方に回転したときのコネクタ部、接続部材及び
ユニバーサルチューブの縦断側面図である。
【図７】接続部材がコネクタ部に対して下方に回転したときの図６と同様の縦断側面図で
ある。
【図８】接続部材がコネクタ部に対して左方に回転したときのコネクタ部、接続部材及び
ユニバーサルチューブの横断平面図である。
【図９】接続部材がコネクタ部に対して右方に回転したときの図８と同様の横断平面図で
ある。
【符号の説明】
【００２７】
１０　　電子内視鏡
１１　　操作部
１２　　挿入部
１３　　ユニバーサルチューブ（可撓管）
１４　　折止ゴム
１５　　コネクタ部
１６　　光源用接続スリーブ
１７　　画像処理用接続スリーブ
１８　　本体ケース
１９　　内部空間
２０　　回転支持凹部
２１　　非接触面
２２　　支持内周面
２３　　雄ねじ
２５　　押さえケース
２６　　雌ねじ
２７　　支持内周面（回転支持凹部）
２８　　環状凹部
２９　　シールリング
３０　　接続部材
３１　　貫通孔
３２　　球状嵌合部
３３　　送気送水用口金（開口端部）
３４　　吸引用口金（開口端部）
３５　　アース用口金
４０　　被覆チューブ
４１　　コイル
Ｂ１　　送気送水ボタン
Ｂ２　　吸引ボタン
Ｃ１　Ｃ２　画像信号用ケーブル（長尺状内蔵物）



(9) JP 2009-233186 A 2009.10.15

ＬＧＦ　導光ファイバ（長尺状内蔵物）
Ｔ１　　送気チューブ
Ｔ２　　送水チューブ
Ｔ３　　吸引チューブ
Ｐ　　　プロセッサ（光源装置兼画像処理装置）

【図１】 【図２】

【図３】
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